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九州・沖縄サミット
首脳会合は、７月２１日
から、沖縄県名護市の
万国津梁館を舞台に３
日間の日程で開催され
ました。消防では、首
脳会合期間中における
消防・救急体制の万全
を期すため、沖縄県内
のみならず東京消防庁、
各政令市消防本部から
部隊を派遣するなど、人員約１，０００名、車両約
９０台、ヘリコプター２機をもって消防特別警戒
を実施しましたが、特に事故や災害等もなく，
所期の目的を達成することができました。
自治省消防庁としては、今回のサミットが初
めての地方開催であり、特に沖縄県内の関係市
町村の消防力が小規模であることを踏まえ、消
防組織法に基づく全国的な広域応援によって体
制を整備しました。災害による広域応援を除け
ば、消防特別警戒に伴うこのような応援体制は、
今回が初めてのケースであり、今後、国際会議
等が地方開催となった場合の先進的な事例とし
て、我が国の消防史上特筆すべきことと思いま

す。
サミットという共通
の目的に向かって、市
町村、県、国の三者が
一体となって取り組む
ことでお互いの協力関
係がさらに強化される
良い機会にもなったと
思います。
現地の消防関係者か
らは、こうした大きな

イベントに対する消防警戒のノウハウや予防行
政上のノウハウ等を学ぶことができた、大いに
志気が上がった、今後の沖縄消防の発展につな
げたい、という声や、やはり小規模消防では対
応が十分できないので、広域化に向けた取り組
みをしていきたい、という声を聞きました。今
回の経験が沖縄県内の消防体制の強化、発展の
契機となるとともに、２１世紀に向けた我が国の
消防体制のさらなる飛躍につながることを祈念
したいと思います。
大変厳しい環境の中、職務を全うされた消防
職員の皆様、支援活動に当たられた消防団員を
はじめ関係者の皆様に心から感謝申し上げます。
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１ サミット開催までの取り組み概要

サミットは主要先進国の首脳が集まり、世

界各国のマスコミ関係者等も訪れる国際的な

行事ですから、不測の事態に備えて消防・救

急体制の万全を期す必要があります。

今回の首脳会合は、初めての地方開催とな

りましたが、沖縄県内の消防事情を踏まえて、

全国的な応援体制を組むこととなりました。

平成１２年２月１日に応援団体と受援団体の間

で「九州・沖縄サミット消防・救急体制整備

に関する応援協定」を締結し、派遣人員数、

車両数等を定めました。また、消防庁内には

平成１１年１０月に「九州・沖縄サミット消防・

救急対策委員会」を設置して、体制整備に係

る計画等の検討、立案を行い、平成１２年３月

１６日には警戒活動全体に係る計画を策定しま

した。

この計画に基づいて警防対策としては、平

成１２年６月に現地において通信訓練、災害事

象発生時の対応訓練を実施するとともに、円

滑な消防活動を実施するために必要な地元消

防本部における無線基地局の整備や応援出動

に係る消防・救急車両の無線機の整備等ハー

ド面の対策も合わせて実施しました。

一方、予防対策（資料１）としては、サミ

ット関係施設に対する事前査察、従業員に対

する訓練指導を、それぞれ同一対象物につき

計３回づつ実施し火災予防、火災発生時の初

動対応に備えました。

事前査察では防火管理の実効性の確認、消

防用設備等の維持管理状況の確認、避難施設

及び防火施設の確認等を重点項目として実施

し、防火管理面、設備構造面からの火災の発

生、消防用設備等の機器の誤作動等を防止で

きるよう備えました。

また、訓練指導では通報訓練、消火訓練、

避難訓練、警報設備等取扱訓練等を実施し、

関係施設の従業員が、万が一の事象に迅速に

対応できる体制を整えました。

２ 結団式の実施

消防特別警戒の実施に先立ち、７月１９日午

後４時から、沖縄県消防学校において警戒部

隊の結団式が実施されました。

結団式に出席した鈴木消防庁長官は、警戒

部隊員等を前に、沖縄県外の部隊と県内の部

隊が一致団結して、国際的行事であるサミッ

トの消防・救急体制の万全を期するよう激励

を行いました。

３ 消防特別警戒の概要

九州・沖縄サミット首脳会合では、次のよ

うな消防特別警戒を実施しました。

� 実施期間

首脳会合は７月２１日～２３日の期間でした

が、警戒活動の事前準備及び首脳会合終了

後の視察等に対応するため、首脳会合の開

催期間を含んだ７月１９日�午後６時から７

月２４日�午前９時までの６日間としました。

九州・沖縄サミット首脳会合における消防特別警戒の

実施概要

消 防 課
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� 警戒対象施設等

万国津梁館、首脳の宿泊した７ホテル、

国際メディアセンターに加え、社交夕食会

の行われた首里城、歓迎レセプションの行

われた日航グランドキャッスル、首脳の搭

乗した航空機が離発着した那覇空港、首脳

の移動経路となった沖縄自動車道、国道５８

号線等を警戒対象としました。

 警戒体制の概要（資料２・３）

本警戒には資料３に示したように約１０００

人規模の体制で臨みましたが、これは政令

指定都市一つ分に相当する人員規模になり

ます。

� 警戒要領等

警防対策としては、関係施設に近接した

場所に仮設のユニットハウスを建設し、消

防車両及び消防隊員を配置するとともに、

救急車両については、より迅速な対応を図

るため首脳の宿泊ホテルや国際メディアセ

ンター直近に駐車し、救急隊員はこれらの

施設内に待機しました。

また、ヘリコプターについては、２機と

も救急ヘリとして運用できる体制をとり、

首脳会合の行われた万国津梁館に近接した

沖縄開発庁総合事務局の群星荘に臨時のヘ

リポートを整備し、琉球大学医学部付属病

院への搬送体制をとりました。琉球大学医

学部付属病院には、地元の東部消防組合消

防本部が、ヘリの離発着に備えて車両の警

戒配置を実施しました。

群星荘には、首脳等の救急事案における

搬送手段等を決定するために救急対策本部

を設置し、消防庁、厚生省、警察庁、防衛

庁の４省庁で構成される救急医療合同対策

本部に参画しました。

一方、予防対策としては、予防警戒員を

関係施設内の防災センター等に配置し、災

害の未然防止、消防用設備等の誤作動に対

する迅速な対応を図るとともに事象発生時

に備えました。

また、７月２２日に那覇市内で開催された

日航グランドキャッスルの歓迎レセプショ

ン、首里城の社交夕食会等では、施設の直

近への車両の移動配置及び防災センター内

への予防警戒員の配置を行って、警戒を実

施しました。

このように首脳の動きに合わせた警戒を

実施したことにより、警戒期間中不測の事

態の発生を未然に防止し、サミットの成功

の一翼を担うことができました。

４ おわりに

今回は消防組織法に基づく全国的な広域応

援によって体制を整備しましたが、災害によ

る広域応援を除けば、このような応援は、今

回がはじめてのケースであり、今後、国際会

議などが地方開催となった場合の先進的な事

例として、特筆すべきことであります。

消防は市町村に密着した行政ですが、開

催地に限らず様々な地域の消防本部の職員が

一体となってサミットという国際的な行事の

成功のために活躍できたことは、大きな成果

であるとともに我が国の消防の力の向上を示

すものでした。
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資料１

１．実施機関

�「立入検査」 平成１２年２月９日�～７月１９日�
�「訓練指導」 平成１２年４月６日�～７月１４日�
２．実施施設 （VIP 関連施設１８対象物、沿道危険物施設等）
� 主 会 場 万国津梁館
� 宿 泊 施 設 ブセナテラスリゾートホテル、万座ビーチホテル、リザンシーパークホ

テル谷茶ベイ、かりゆしビーチリゾート恩納、ルネッサンスリゾートオ
キナワ、残波岬リゾートホテル、ホテル日航アリビラ

� 医 療 施 設 県立北部病院、県立中部病院、県立那覇病院、北部地区医師会病院、
琉球大学医学部付属病院等

� プレスセンター等 那覇空港、２１世紀の森体育館、屋内運動場、名護市民会館、仮説建物（２
棟）等

� レセプション会場等 首里城、日航グランドキャッスル（管轄消防本部で対応）
� 沿道危険物施設等 要人が通過する沿道５０m以内の給油取扱所等、計４４９施設
３．実施回数・動員人数（延べ）
�「立 入 検 査」・VIP 関連施設：各施設３回、延べ日数３７日、延べ人数１２４人

・沿道危険物施設等：各施設１回、沖縄県内関係消防本部（１７本部）で６
月中に実施

�「訓 練 指 導」・各施設３回、延べ日数２７日、延べ人数８２人

資料２

警戒体制の概要

※ヘリコプターは、東京消防庁、大阪市消防局所属

合計 県内 県外
全車両（	＋
） ８７ ２５ ６２
	消防車両 ６７ １６ ５１

救急車両 ２０ ９ １１
ヘリコプター ２ ０ ２
全人員 ９５４ ２７０ ６８４
	予防警戒員 ６６ ２３ ４３

警防人員 ８８８ ２４７ ６４１
（
のうち救急救命士） １００ ３７ ６３

沖縄県外消防本部 職員数 消防車両 救急車両

札幌 ２０ ２
仙台 １４ １
千葉 １９ １ １
東京 ２５５ １９ ４
川崎 ３０ ２ １
横浜 ６８ ６ １
名古屋 ６２ ５ １
京都 ５８ ５ １
大阪 ６８ ５ １
神戸 ４１ ４
広島 １９ １ １
北九州 ３０
１２本部 ６８４ ５１ １１

沖縄県内消防本部 職員数 消防車両 救急車両

那覇 ５４ ３ ２

石川 ６ １

宜野湾 １８ １ １

浦添 １９ １ １

名護 ２４ １ １

糸満 ６

沖縄 ２７ ２

読谷 １６ １

嘉手納 ５ １

北谷 ５

豊見城 ５ １

本今 ５ １

与勝 １１ １

島尻 １４ １

東部 ２７ ２ １

中北 ６ １

金武 １７ １

国頭 ５

１８本部 ２７０ １６ ９
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資料 3

統 括 警 戒 本 部

警 戒 系 統 図

（西署）

（恩納分遣所）

救急隊
救助隊
化学隊
特殊化学隊

東京、名護、宜野湾
東京
東京
横浜

ポンプ隊
救急隊
はしご隊
救助隊
化学隊
特殊化学隊
特集救急隊

東京、名護、豊見城
東京、川崎、金武
川崎
東京、川崎
東京、札幌
東京
東京

ポンプ隊
救急隊
はしご隊
救助隊
化学隊

大阪、沖縄
大阪
大阪
大阪
大阪

ポンプ隊
救急隊
はしご隊
救助隊
化学隊

横浜、宜野湾
横浜
横浜
横浜
横浜

ポンプ隊
救急隊
はしご隊
救助隊
化学隊

神戸、島尻
広島
神戸
神戸
広島

ポンプ隊
救急隊
はしご隊
救助隊
化学隊

京都、読谷
京都
京都
京都
京都

ポンプ隊
救急隊
はしご隊
救助隊
化学隊

名古屋、嘉手納
名古屋
名古屋
名古屋
名古屋

ポンプ隊
救急隊
化学隊

東部
東部
東部

ポンプ隊
救急隊
救助隊
化学隊

東京、沖縄
東京、石川
東京
東京

ポンプ隊
救急隊
救助隊
化学隊

東京、浦添
千葉、中北
千葉
与勝

ポンプ隊
救急隊
救助隊
化学隊

那覇、那覇、
那覇、那覇、浦添
東京、那覇
東京、仙台

指揮隊
情報員

東京
名護

指揮隊
情報員

東京
名護

指揮隊
情報員

札幌
金武

指揮隊
情報員

大阪
金武

指揮隊
情報員

横浜
金武

指揮隊
情報員

神戸
金武

指揮隊
情報員

京都
読谷

指揮隊
情報員

名古屋
読谷

指揮隊
情報員
情報員

東京
沖縄
沖縄

指揮隊 東京

指揮隊
情報員
情報員

東京
島尻
島尻

プレスセンター
現地警戒本部

主会場
現地警戒本部

ブセナリゾート
現地警戒本部 日

かりゆしビーチリゾート
現地警戒本部 露

万座ビーチ
現地警戒本部 米

リザンシーパーク
現地警戒本部

仏
加

ルネッサンスリゾート
現地警戒本部 英

残波岬ロイヤル
現地警戒本部

E
U

日航アリビラ
現地警戒本部

独
伊

琉大病院
現地警戒本部

道路 1
現地警戒本部

道路 2
現地警戒本部

那覇空港
現地警戒本部

名 護 市 消 防 本 部
名護地区警戒本部

金武地区消防本部
金武地区警戒本部

読 谷 村 消 防 本 部
読谷地区警戒本部

東部組合消防本部
東部地区警戒本部

沖 縄 市 消 防 本 部
沖縄地区警戒体制

那 覇 市 消 防 本 部
那覇地区警戒本部

統括官 消防庁消防課長

調整官 沖縄県文化環境部長

名
護
市

警戒本部長 那覇市消防長

警戒支援隊長 東京消防庁警防参事

警戒支援副隊長 東京、横浜、名古屋、
京都、大阪

調整本部員 東京、名古屋、北九州

本部直轄隊 整備工作隊 東京

群
星
荘

救急対策本部 東京

本部直轄隊 ヘリコプター隊
東京、大阪

消防警戒部隊結団式

消防警戒部隊結団式で部隊員等を激励する鈴木正明消防庁長官

消防警戒部隊の指揮をとる
総括警戒本部（名護市消防本部）
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１ 地震の状況

平成１２年６月２６日から新島・神津島近海及

び三宅島近海を震源とする地震が発生し、６

月２６日から８月３日までの有感地震の回数は

１０，９２５回を数え、そのうち震度５強以上の地

震回数は１１回発生しています。（気象庁地震

火山部調べ）

神津島村では２回、新島村及び三宅村では

それぞれ１回づつ震度６弱を観測し、人的・

物的被害が発生しています。

７月１日～８月３日までの新島・神津島近

海及び三宅島近海を震源とする地震への対応

状況は以下のとおりです。

２ 地震の回数（平成１２年６月２６日～８月３日）

３ 主な地震の概要（震度５強以上を観測したもの）

※各地震の震源要素は速報値となっています。また、震源地は別図のとおりです。

平成１２年８月３日現在

新島・神津島近海を震源とする地震にかかる対応状況

震災対策指導室

震度１ 震度２ 震度３ 震度４ 震度５弱 震度５強 震度６弱 合 計

７，６２５ ２，４３４ ６６５ １７９ １１ ７ ４ １０，９２５

月 日 時刻 震央地名 深さ M 各地の震度

� ７月１日（土） １６：０２ 新島・神津島近海 １５� ６．４ 神津島村６弱

� ９日（日） ３：５７ 新島・神津島近海 １０� ６．１ 神津島村６弱

� １５日（土） １０：３０ 新島・神津島近海 １０� ６．３ 新島村６弱

� ２０日（日） ２：３２ 新島・神津島近海 ごく浅い ４．９ 新島村（式根島）５強

� ２４日（月） ６：５２ 新島・神津島近海 ごく浅い ５．５ 新島村（式根島）５強

� ２７日（木） １０：４９ 三宅島近海 ごく浅い ５．６ 新島村５強

� ３０日（日） ９：１８ 三宅島近海 １０� ５．８ 三宅村５強

 ３０日（日） ２１：２５ 三宅島近海 １０� ６．４ 三宅村６弱

! ３０日（日） ２１：４８ 三宅島近海 １０� ５．７ 三宅村５強

" ８月３日（木） １７：００ 新島・神津島近海 １０� ４．７ 新島村（式根島）５強

# ３日（木） ２２：１８ 新島・神津島近海 ごく浅い ５．１ 新島村（式根島）５強
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６ 災害救助法の適用状況

� 神津島村

平成１２年７月１日適用

� 新島村

平成１２年７月１５日適用

７ 地方公共団体における災害対策本部等の設

置状況

� 新島村 災害対策本部設置

（７月１１日の地震から継続）

� 神津島村 災害対策本部設置

（７月１日の地震から継続）

� 三宅村 災害対策本部設置

（６月１４日の火山活動から継続）

� 利島村 災害対策本部設置

（７月１５日）

� 御蔵島 ２備配備（７月３０日～３１日）

８ 消防庁・消防機関の対応

� 消防庁における新島・神津島近海及び三

宅島近海を震源とする地震の対応は以下の

とおりです。

� ６月２９日から災害対策室を設置

� ７月１日以降、震度６弱を記録する地

震の発生に伴い、消防庁長官を長とする

災害対策本部を設置

� ７月２３日には、消防庁長官が、１８日及

び３１日には消防庁職員が現地調査実施

なお、この間東京都及び東京消防庁等

と連携して対応措置を協議し、所要の措

置を講じるとともに８月３日現在も災害

対策室を継続し、災害対応に当たってい

る。

� 東京消防庁の活動

東京消防庁では、７月１日の１６時０２分頃

に発生した震度６弱の地震により応援協定

に基づく体制の強化を図り、消防ヘリコプ

ター３機により、神津島へ救助隊員等２４名

を派遣。翌２日には危険物施設の被害調査

のため、職員８名を神津島へ派遣した。

また、１５日、１８日、２０日、２３日及び３１日

には、消防ヘリコプターにより被災地の現

地調査を実施した。

４ 主な被害の状況

５ 避難の状況

※ 被害の数は速報値であり、現在も各村にて調査中です。また、新島村の被害は式根島分を含みます。

平成１２年８月３日現在

平成１２年８月３日現在

項 目 神津島村 新島村 利島村 御蔵島村 三宅村 大島町

死 者 １人

負 傷 者 １ ４人 １人

住 家 ２１棟 ８２棟 ２０棟

非 住 家 １棟 １１棟 １棟

道 路 ２３箇所 １７箇所 ３３箇所

崖 崩 れ ５３箇所 ２７箇所 １０箇所 ６箇所 ２７箇所 １箇所

落 石 １箇所 １５箇所 １箇所

水 道 ２２戸 １５戸 １，０１５戸

ブロック塀等 ３２箇所 １１２箇所 ８箇所 ４箇所

避難指示 避難勧告 避難者数

新 島 村 ― １３７世帯４１３名
４施設１１８名

（最大時４施設１７３名）

神 津 島 村 ５７世帯１９２名 １７世帯 ３４名
避難所の避難者なし
（最大時２施設１０６名）

－７－



�

�

�

� �

� �
�

��

�

震度５強以上を観測した地震（６月２６日～８月３日）

神津島

７月１８日$ 新島村若郷地区

式根島

新島

三宅島

� ７月１５日� １０：３０ 新島村６弱

� ８月３日� ２２：１８ 新島村（式根島）５強

� ８月３日� １７：００ 新島村（式根島）５強

� ７月２０日� ２：３２ 新島村（式根島）５強

 ７月２４日� ６：５２ 新島村（式根島）５強


 ７月９日� ３：５７ 神津島村６弱

� ７月２７日� １０：４９ 新島村５強

	 ７月１日� １６：０２ 神津島村６弱

� ７月３０日� ９：１８ 三宅村５強

� ７月３０日� ２１：４８ 三宅村５強

� ７月３０日� ２１：２５ 三宅村６弱
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７月３１日、UNEP（国連環境計画）オゾン事

務局に対し、我が国における「国家ハロンマネ

ジメント戦略」が提出されました。この「国家

ハロンマネジメント戦略」は、今後の我が国に

おけるオゾン層保護のためのハロンの適正管理

・排出抑制等の基本方針についてとりまとめら

れたものです。その概要は以下のとおりとなっ

ています。

【国家ハロンマネジメント戦略の概要】

○日本のハロンに係る対応の概要

・我が国では、平成１２年１月現在、約１９，０００

トンのハロンが、建築物、危険物施設、

船舶、航空機等に設置されています（そ

のうち消防法規制の対象である防火対

象物等に設置されているハロン量は

１７，３５４トン（９０％以上）を占めていま

す。）。

・平成６年以降ハロンの生産等が全廃され、

ハロン消火設備の設置抑制、ハロンバ

ンク推進協議会によるハロンの適正管

理、回収、再利用等の取組みが行われ

ています。

○今後の需給見通し

・現在設置されているものは基本的にクリ

ティカル・ユース（必要最小限の使

用）の位置付けとします。

・今後の需給見通しとしては、既存設備の

補充・新規設置量合わせて年間１２０トン

程度です。

○今後の日本の対応

・引き続き、ハロンバンク推進協議会を中

心に適正なハロンの管理を推進します。

・ハロン消火設備・機器の新設は、防火安

全上必要な用途について認めます。

・既存のハロン消火設備については、強制

的な使用禁止等の措置はとらず、建物

ライフサイクル等に応じて継続使用・

他の設備の選択等について検討します。

・ハロンバンク推進協議会によるハロンの

回収・リサイクルを推進します。

・余剰となったハロンの破壊については、

技術的・制度的観点から、有効な回収

・破壊技術の確立について整備を図り

ます（当面は供給需要のないハロン１２１１

及びハロン２４０２を対象とします。）。

・ハロン代替消火設備の技術開発等を促進

します。

１ 背景

ハロン（ハロン１２１１、ハロン２４０２及びハロ

ン１３０１）は、消火性能に優れた安全な消火剤

として、通信機器室、駐車場、危険物施設、

航空機、船舶等に幅広く利用されています。

しかしながら、ハロンはオゾン層を破壊す

る性質を有することから、オゾン層保護のた

めのウィーン条約に基づき、モントリオール

議定書においてオゾン層破壊物質として指定

され、先進国における生産全廃等の措置が講

じられており、我が国の消防分野においても

ハロン消火設備の新規設置抑制、ハロンの回

収・再利用のためのハロンバンクの運用、ハ

ロン代替消火剤の開発・普及等が行われてい

ます。

平成１０年１１月に開催された第１０回モントリ

オール議定書締約国会合において、各締約国

は、ハロンの排出抑制、管理、廃棄、貯蔵等

に関する「国家ハロンマネジメント戦略」を

国家ハロンマネジメント戦略

予 防 課
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策定し、国連環境計画オゾン事務局へ提出す

ることとされました（先進国については平成

１２年７月が提出期限）。

２ これまでの検討経緯

国内のハロンの多くは防火対象物・危険物

施設等に設置されていることから、まず消防

関係について、ハロン等抑制対策検討委員会

（事務局：消防庁予防課）において検討が行

われ、平成１２年３月に「国家ハロンマネジメ

ント戦略（消防関係）」（案）がとりまとめら

れました。

その後、関係８省庁（防衛庁、環境庁、外

務省、水産庁、通商産業省、運輸省、消防庁

及び警察庁）において検討が行われ、我が国

における「国家ハロンマネジメント戦略」を

とりまとめました。

３ 今後の消防庁の対応

今回とりまとめた「国家ハロンマネジメン

ト戦略」に基づき、関係省庁、関係業界とも

連携して、適正なハロンの管理を推進します。

○引き続き、ハロンバンク推進協議会による

ハロンデータベースの管理、ハロンの回収

・供給の調整、ハロンに関する情報提供等

の活動について、適切に指導・支援を行い

ます。

○引き続き、消防用設備等として設置される

ハロン消火設備について、使用抑制・適正

管理を推進するとともに、ハロン代替消火

設備の技術の確立・適切な設置を指導しま

す。

○ハロン等抑制対策検討委員会において、引

き続きハロン消火設備の使用抑制の具体的

手法の検討、回収・再利用の促進、破壊方

法の研究等について検討を行うとともに、

クリティカルユースの見直しを行います。

ハロン代替消火

設備の技術開発

（参考図）

⇒

（建築物の建設時）

新規建築物の関係

者等

ハロン消火薬剤のマネジメント

供給要請

登録

設備の設置件数 （約５７，０００件）
設置量 （約１７，０００ｔ）

ハロンバンク推進協議会

ハロンデータベース

消防庁・消防機関

データベース管理

連絡

（５７t）

供給

調整

供給指示

メーカー等

（３３０t）

回収（８５t）

回収連絡

（建築物の除去時）
⇒

（環境庁、通商産業省）

地球環境に配慮

した余剰ハロン

の破壊技術の開

発
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注）平成７年の白抜きの値は阪神・淡路大震災による事故を除いたもの。�

１ 事故の発生状況

� 事故の発生件数

発生件数は前年に比べ増加

平成１１年中に発生した都市ガス及び液化

石油ガスによる事故で消防機関が出場した

もの（以下「ガス事故」という。）の件数

は第１表に示すとおりです。

ガス事故の総件数は１，４９３件で、前年の

事故件数と比べ７７件（５．４％）の増加とな

っています。

ガスの種別ごとの事故件数をみると、都

市ガスに係るものが９３５件で前年に比べ１０１

件（１２．１％）の増加、液化石油ガスに係る

ものが５５８件で前年に比べ２４件（４．１％）の

減少となっています。

発生総件数は５年前の９２％

平成７年からの発生件数の推移は、第１

図に示すとおりです。阪神・淡路大震災に

よるものを除くガス事故の総件数は、平成

８年に若干増加したものの、年々減少して

いましたが、平成１１年は増加に転じていま

す。

ガス事故の総件数、都市ガス事故、液化

石油ガス事故は、それぞれ平成７年の

９１．５％、９６．８％、８３．９％となっています。

漏えいによる事故が約８割

ガス事故を態様別にみると第２図に示す

とおりで、漏えい事故が８１．７％、爆発・火

災事故が１８．３％となっています。

ガスの種別ごとにみると、都市ガスでは

漏えい事故が９０．６％、爆発・火災事故が

９．４％に対し、液化石油ガスでは漏えい事

故が６６．８％、爆発・火災事故が３３．２％とな

っています。

第１表 平成１１年中のガス事故発生件数

第１図 平成７年からの発生件数の推移

平成１１年中の都市ガス及び液化石油ガスによる事故の概要

危険物規制課

年・増減

区分

平成１１年

�イ

平成１０年

�ロ

増減
�イ－�ロ
�ハ

増減率
�ハ／�ロ×１００
（％）

件 数 １，４９３ １，４１６ ７７ ５．４

都 市 ガ ス ９３５ ８３４ １０１ １２．１

液化石油ガス ５５８ ５８２ －２４ －４．１
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液化石油�
ガス�
558件�
37.4%

都市ガス�
935件�
62.6%

爆発・火災�
185件�
12.4%

漏えい�
373件�
25.0%

爆発・火災�
88件�
5.9%

漏えい�
847件�
56.7%

ガス事故�
1,493件�
(100%)

 

漏えい、爆発・火災事故は前年に比べとも

に増加

平成７年からの態様別の発生状況は第２

表に示すとおりです。阪神・淡路大震災に

よるものを除きガス事故全体に占める漏え

い事故は約８割で、残りの約２割が爆発・

火災事故であり、過去５年間ほぼ同様の傾

向を示しています。また、平成１１年におい

ては爆発・火災事故件数の全事故件数に占

める割合が増加しています。

ガスの種別ごとにみると、都市ガスでは

漏えい事故が約９割を占めているのに対し、

液化石油ガスでは漏えい事故が約７割で、

残りの約３割が爆発・火災事故となってい

ます。

� 事故の発生場所別件数

ガス事故の約７割が消費先で発生し、その

うちの多くは住宅で発生

発生件数を発生場所別にみると第３図に

示すとおりです。消費先におけるものが

７２．１％、ガス導管におけるものが２５．９％と

なっています。

ガスの種別ごとにみると、都市ガスでは

消費先におけるものが６４．５％、ガス導管に

おけるものが３５．４％であるのに対し、液化

石油ガスでは消費先におけるものが８４．８％、

ガス導管におけるものが１０．０％、容器によ

る運搬中のものが４．１％となっています。

また、消費先における事故の多くは住宅

において発生しています。

� 消費先における事故の発生原因別件数

消費者に係る原因が約６割

消費先におけるガス事故の発生原因は第

４図に示すとおりで、消費者に係る割合が

５６．２％を占めています。ガスの種別ごとに

第２図 ガス事故の態様別発生件数（平成１１年中）

第２表 態様別の発生状況の推移

注）１ 各欄の上段は件数、下段は構成比（％）を示す。

２ 平成７年の（ ）内の数値は阪神・淡路大震災による事故を除いたものである。

区分
年

都 市 ガ ス 液化石油ガス 計

漏 え い 爆発・火災 漏 え い 爆発・火災 漏 え い 爆発・火災

平成７年

２，１２６ １１１ ４７９ ２１３ ２，６０５ ３２４

（ ８７３） （ ９３） （ ４５４） （ ２１１） （１，３２７） （ ３０４）

９５．０ ５．０ ６９．２ ３０．８ ８８．９ １１．１

（９０．４） （ ９．６） （６８．３） （３１．７） （８１．４） （１８．６）

平成８年
９３８ １０４ ４８４ ２２５ １，４２２ ３２９

９０．０ １０．０ ６８．３ ３１．７ ８１．２ １８．８

平成９年
８４９ ９６ ４２４ １６８ １，２７３ ２６４

８９．８ １０．２ ７１．６ ２８．４ ８２．８ １７．２

平成１０年
７５８ ７６ ４３３ １４９ １１９１ ２２５

９０．９ ９．１ ７４．４ ２５．６ ８４．１ １５．９

平成１１年
８４７ ８８ ３７３ １８５ １，２２０ ２７３

９０．６ ９．４ ６６．８ ３３．２ ８１．７ １８．３
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ガス製造�
施設�
7件 0.5%

消費先�
1,076件�
72.1%

飲食店等�
267件�
17.8%

ガス導管�
387件�
25.9%

容器による�
運搬�
23件1.5%

住宅�
809件�
54.2%

総　数�
1,493件�
(100%)

住宅�
471件�
50.4%

ガス導管�
331件�
35.4%

消費先�
603件�
64.5%

都市ガス�
935件�
(100%)

ガス製造�
施設�
1件0.1%

飲食店等�
132件�
14.1%

住宅�
338件�
60.6%

飲食店等�
135件�
24.2%

ガス導管�
56件�
10.0%

ガス製造�
施設�
6件1.1%

消費先�
473件�
84.8%

容器によ�
る運搬�
23件4.1%

液化石油�
ガ　ス�
558件�
(100%)

不明・そ�
の他�
290件�
26.9%

消費者に�
係る原因�
605件�
56.2%ガス事業�

者等に係�
る原因�
　162件�
　15.1%

いたずら�
等故意に�
よるもの�
19件�
1.8%

総　数�
1,076件�
(100%)

消費者に�
係る原因�
355件�
58.9%

ガス事業�
者等に係�
る原因�
　89件�
　14.8%

いたずら�
等故意に�
よるもの�
2件�
0.3%

不明・そ�
の他�

157件�
26.0%

都市ガス�
603件�
(100%)

不明・そ�
の他�
133件�
28.1%

消費者に�
係る原因�
　250件�
　52.9%

ガス事業�
者等に係�
る原因�
　73件�
　15.4%

いたずら�
等故意に�
よるもの�
　17件�
　3.6%

液化石油�
ガ　ス�
473件�
(100%)

第４図 消費先におけるガス事故の発生原因別件数（平成１１年中）

第３図 ガス事故の発生場所別件数（平成１１年中）
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みると、発生原因が消費者に係る場合が都

市ガスでは５８．９％、液化石油ガスでは

５２．９％となっています。

依然多い消費者の不注意による事故

平成７年からの消費先における発生原因

別の発生状況（平成７年は阪神・淡路大震

災によるものを除く）は第３表に示すとお

りです。平成１１年は平成７年と比べると１９９

件（１５．６％）減少していますが、前年と比

べると６７件（６．６％）の増加となっています。

消費者に係る原因のうち不注意によるも

のの占める割合は依然高く、平成１１年では

消費先における事故の４５．２％を占めていま

す。

２ ガス事故による死傷者

負傷者は減少

平成１１年中に発生したガス事故による死傷

者数は、第４表に示すとおりです。

ガス事故による死者は２５人で前年と同数、

負傷者は２８２人で前年に比べ１０人（３．４％）の

減少となっています。

ガスの種別ごとにみると、死者は、都市ガ

スによるものが１６人で前年に比べ１人

（６．７％）の増加、液化石油ガスによるもの

第４表 平成１１年中のガス事故による死傷者数

第３表 消費先における発生原因別発生状況の推移（平成１１年中）

１ 消費者に係る原因のうち「不注意によるもの」とは、コックの誤操作又は火の
立ち消え等による生ガスの放出、器具・ホースの取扱い不良等によるもので、
内数である。

２ 各欄の（ ）内の数値は構成比（％）を示す。
３ 平成７年は、阪神・淡路大震災によるものを除く。

原因

年

消費者に係る原因 ガス事業者
・工事業者
に係る原因

そ の 他 計不注意によ
るもの

平成７年
６９８

（５４．７）
５６７

（４４．５）
１９４

（１５．２）
３８３

（３０．０）
１，２７５
（１００．０）

平成８年
７７４

（５７．９）
６４８

（４８．５）
１８５

（１３．８）
３７７

（２８．２）
１，３３６
（１００．０）

平成９年
６７７

（５６．５）
５５８

（４６．６）
１１９
（９．９）

３２２
（２６．９）

１，１９８
（１００．０）

平成１０年
５６７

（５６．２）
４６２

（４５．８）
１６８

（１６．７）
２７４

（２７．１）
１，００９
（１００．０）

平成１１年
６０５

（５６．２）
４８６

（４５．２）
１６２

（１５．１）
３０９

（２８．７）
１，０７６
（１００．０）

年・増減

区分

平成１１年

�イ

平成１０年

�ロ

増 減
�イ－�ロ
�ハ

増 減 率
�ハ／�ロ×１００
（％）

死 者 数

都 市 ガ ス １６ １５ １ ６．７

液化石油ガス ９ １０ －１ －１０．０

計 ２５ ２５ ０ ０．０

負傷者数

都 市 ガ ス １１８ １３１ －１３ －９．９

液化石油ガス １６４ １６１ ３ １．９

計 ２８２ ２９２ －１０ －３．４
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液化石油�
ガス�
173人�
56.4%

都市ガス�
134人�
43.6%

漏えい�
70人�

22.8%

爆発･火災�
64人�
20.8%

爆発･火災�
128人�
41.7%

死傷者数�
307人�
(100%)

漏えい�
45人�
14.7％�

都市ガス�
16人�
64.0%

液化石油�
ガス�
 9人�
36.0%

漏えい�
11人�
44.0%

漏えい�
2人�
8.0%

死者数�
25人�
(100%)

火災・爆発�
5人�
20.0％�爆発･火災�

7人�
28.0% 液化石油�

ガス�
164人�
58.2%

都市ガス�
118人�
41.8%

漏えい�
43人�
15.3%

漏えい�
59人�
20.9%

負傷者数�
282人�
(100%)

爆発・火災�
59人�
20.9%

爆発・火災�
121人�
42.9%
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液化石油ガスに�
よる負傷者数�
都市ガスによる�
負傷者数�
都市ガスによる�
死者数�
液化石油ガスに�
よる死者数�
死者数の計�

負傷者数の計�

(人)

注）平成７年の死傷者数は、阪神・淡路大震災によるものを除く。�

が９人で前年に比べ１人（１０％）の減少とな

っています。負傷者は、都市ガスによるもの

が１１８人で前年に比べ１３人（９．９％）の減少、

液化石油ガスによるものが１６４人で前年に比

べ３人（１．９％）の増加となっています。

死傷者数は５年間で減少傾向

平成７年からの死傷者数（平成７年は阪神

・淡路大震災によるものを除く）の推移をみ

ると全体として死傷者数は減少傾向にあり、

平成１１年は平成７年と比べると死者（７８．１％）

負傷者（６７．３％）ともに減少となっています。

負傷者は爆発・火災事故によるものが６４％

死傷者数を態様別にみると第６図に示すと

おりです。死者数では、漏えい事故によるも

のが５２．０％、爆発・火災事故によるものが

第６図 ガス事故による死傷者数（平成１１年中）

第５図 平成７年からの死傷者数の推移
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自損行為
113件�
7.5%

液化石油�
ガス�
45件�
3.0%

都市ガス
67件�
4.5%

その他�
1,380件�
92.5%

件　数�
1,493件�
(100%)

自損行為�
13人�
52.0%

液化石油�
ガス�
3人 12.0%

都市ガス�
10人�
40.0%その他�

12人�
48.0%

死者数�
25人�
(100%)

自損行為�
88人�
28.0%

その他�
226人�
72.0%

都市ガス�
51人16.2%

液化石油�
ガス�
37人�
11.8%負傷者数�

314人�
(100%)

４８．０％とほぼ同数となっています。

また、負傷者数では漏えい事故によるもの

が３６．２％、爆発・火災事故によるものが

６３．８％となっています。

なお、発生場所別にみると、死者及び負傷

者の８６．３％が消費先における事故によるもの

です。

３ 自損行為によるガス事故

死者の５２％は自損行為

ガス事故のうち、自損行為に起因する事故

は第７図に示すとおりです。件数は１１３件で、

これらの事故による死者は１３人、負傷者は８８

人で、ガス事故全体に占める自損行為に係る

事故の割合は７．５％、しかし、死者、負傷者

はそれぞれ５２．０％、２８．０％となっています。

４ まとめ

平成７年からのガス事故の総件数は、平成

８年に若干増加し、全体としては年々減少し

ていましたが、平成１１年は平成１０年に比べ増

加に転じています。

ガス事故の約８割は漏えい事故で、残りの

約２割が爆発・火災事故となっています。こ

れは、過去５年間同様の傾向を示しています。

また、ガス事故の約７割は消費先において発

生しており、そのうちの約６割は消費者に係

る原因によるものです。

死傷者については、過去５年間をみると概

ね減少傾向にあり、平成７年に比べ死者が約

２割、負傷者が約３割減少しています。なお、

死者のうち５２．０％は自損行為によるものです。

第７図 ガス事故のうち自損行為に起因する件数及び死傷者数（平成１１年中）
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